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　国内ではここ数年「ビジネスと人権」という言葉
をメディア等でよく見聞きするようになりました。
「ビジネスは人権を侵害する可能性を常にはらん
でいる」という問題意識と改善に向けた動きは、世
界的には1970年代から始まっています。
　1960年代から植民地の独立が相次ぐと同時
に、先進国の企業が途上国に進出を始めました。そ
こで環境汚染問題や先住民の強制移動といった問
題が生まれました。
　一方で、ビジネスと人権に関する国際的な共通
枠組みが成立したのは2010年代に入ってからで
す。平成23（2011）年、国際連合（以下、「国連」）の

人権理事会において、「ビジネスと人権に関する指
導原則」が承認されました。法的拘束力はありませ
んが、国家や国連機関、企業、市民社会に普及し、
実行されています。
　平成27（2015）年、国連から「持続可能な開発
目標（SDGs）」が出されました。人権尊重は17ゴー
ルすべてに組み込まれていますが、なかでも「ビ
ジネスと人権」に深く関わるものとしてゴール8
「働きがいも経済成長も」のターゲット7がありま
す。この項目は劣悪な環境での労働を強いられて
いる人をなくそうということですが、実現のため
には、自社だけでなくサプライチェーン（原材料の
調達から製造、販売を経て消費者に届くまでの一
連の流れ）も含めた取組が不可欠であり、国際的
な流れです。日本では、令和2（2020）年に「『ビジ
ネスと人権』に関する行動計画」が国によって策
定されました。

　日本では特にSDGsの広がりとともに「ビジネス
と人権」という考え方が広がってきました。
　「ビジネスと人権」というと、それぞれの企業が活
動をするうえで気を付けるべきことと思われるか
もしれませんが、例えば、ある企業で人権侵害事案
があったとき、その企業だけの問題と捉えるべきで
はありません。取引先は、その企業で人権侵害が
起きていることを知っていながら放置していなかっ
たか。そして消費者も、消費行動を通じて社会や企
業を動かす力になり得るのですから、その企業の
サービスを受けているのであればステークホル
ダー（利害関係者）であり、無関係ではありません。
　「人権」という言葉に尻込みする感覚をもつ人は
少なくないかもしれません。けれど、誰もが「労働
者」「消費者」「地域住民」など、複数かつ多様な側
面を持っています。つまり、誰もがあらゆる局面で
直接的あるいは間接的に人権を侵害したりされ
たりする可能性を常に持っており、「ビジネスと人
権」の当事者でもあることをぜひ認識してほしい
と思います。

　日本、特に大阪は中小企業が多数を占めますが、
会社の規模が小さくとも、できる取組はあります。
　従業員を雇う立場としては、「なんでも相談して
と言っているから」「うちは意見が言いやすい職場
だから」といった感情や思い込みではなく、例えば、
雇用者が従業員に対して、行政や民間の相談窓口
を紹介することや、従業員の労働時間やシフト等
社内の仕組みを変更する際は、育児や介護をしな
がら働いている同僚など、影響を受けやすい従業
員に相談、確認してからにすることなどといった従
業員を尊重する姿勢によって信頼関係が築けた
り、安心感を持ってもらえるようになるのではない
でしょうか。
　また、「ビジネスと人権」では、人権侵害の防止に
取り組むことも求められています。しかし現実には、
どんなに予防しても起こるのが人権侵害です。だか
らこそ、雇用者は従業員と普段から対話や仕組みづ
くりができる空気をつくり、関係者同士が納得でき
る形を見つけていくという姿勢が大事であり、それ
が一人ひとりの人権を守る原点となります。
　一方、消費者としての行動を通じて、私たちは
「ビジネスと人権」に関わっています。商品を購入
する際に、フェアトレード（適正な取引で輸入された
製品）のものを選ぶのもその一つです。海外の
ニュースにも敏感であれば、購入しようとする商品
の生産国やブランドにも敏感になるはずです。消
費者の意識が変わることで、企業は必ず変わって
いくでしょう。

誰もが「ビジネスと人権」の当事者
～変わる一歩は〝意識〞することから～

「ビジネスと人権」の問題意識は
1970年代から

　近年、企業による人権尊重の必要性について国際

的な関心が高まっています。

　企業による人権尊重の取組とは、何が求められて

おり、またどんなことをすればよいのでしょうか。

　大阪経済法科大学国際学部教授の菅原絵美さん

に、お話をお伺いしました。
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